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第 5 章　マニラ首都圏における鉄道の現況と課題

5 － 1　概　　　要

マニラ首都圏には現在 LRT（Light Rail Transit）とMRT（Mass Rapid Transit）との 2 つの鉄

道システムがある。

現在開業中の鉄道は軽量鉄道会社（Light Rail Transit Authority：LRTA）が運営する 1 号線

（Monumento ～Baclaran 間約14 キロメートル、全線高架式、LRT システム）と、PNR（Philippine

National Railways）が運営する北線（MRT システム）のごく一部と南線（MRT システム）である。

1 号線は 1 日約 40 万人の輸送量でありマニラ首都圏の重要な交通機関となっているものの、現

在その輸送力不足が課題となっている。

PNR については合計 446 キロメートルで営業を行っているが輸送力、輸送サービスとともに鉄

道輸送の本来の形態から見れば程遠い実態にある。

マニラ首都圏内では主に通勤輸送用に運行されているが、運行本数が少ないうえに、沿線に居

住する不法占拠者の影響で、運転速度をも低く抑えられている。このため輸送能力は大きくない。

また、現在2 号線（Recto ～ Santolan 間約 13.0 キロメートル、高架式一部地下、MRT システム）

及び EDSA 通り沿いの 3 号線（フェーズⅠ区間 North Avenue ～ Taft Avenue 間約 16.9 キロメー

トル、高架式一部地下、LRT システム）が建設中である。

このうち 3 号線については、本年12 月に一部区間（North Avenue ～ Ayala Interchange 間 13.7

キロメートル）が開業する予定である。

さらに、マニラ首都圏内の鉄道整備計画の将来計画としては 4 号線、6 号線が LRT 方式で計画

されているほか、NORTH RAIL、SOUTH RAIL（MCX）、Silangan Railway Express 2000 の 3 計

画がMRT 方式である。

以上のようにこれまでのマニラ首都圏の鉄道整備の現状及び将来計画を概観すると、大きな需

要予測が見込まれる 1 号線、3 号線において標準軌（1,435 ミリメートル）に輸送力の小さい LRT

方式を導入し、必ずしも輸送需要が大きいと見込みがたい 2 号線に標準軌（1,435 ミリメートル）

でMRT 方式を導入していること。また、それぞれの鉄道が接続できる位置的関係にありながら、

軌間、電気、車両、運転等のシステムが個々に異なるなど、計画段階における将来展望の適切性

が欠ける面が見られるなどその課題は多い。

以下、それぞれの鉄道の現状及び将来計画について述べるとともにその課題を取りまとめる。
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5 － 2　LRT1号線

（1）組　織

1 号線は、DOTC の監督下にある軽量鉄道公社（Light Rail Transit Authority：LRTA）に

より管理されている。LRTA は全額政府出資の独立した公社である。

1 号線の列車の運行と設備・車両の保守は LRTA の全額出資のMETRO TRANSIT ORGA-

NIZATION, Inc.（METRO）によって行われている。

LRTA は、1980 年 7 月 12 日にLRT 1 号線の計画着手が決定した際に、政令（E.O. No.603）

によってその創設が決定した。しかし、開業当時は 1 号線の運営は METRO（電力会社

（MERALCO）の全額出資会社）によって行われていたが、その後 LRTA に売却されたため、

現在は LRTA の管轄下にある。

LRTA の経営は 9 人から成る委員会によって行われている。委員長はDOTC の大臣がなっ

ている。

LRTA 委員会に与えられている権限は以下のとおりである。

・軽量鉄道システムの促進、運営、及び開発に関する政策提言。

・マニラ首都圏における LRT システムの早期完成。

・NEDA との協力による、大統領への LRT システム適用可能地域の提言。

一方、LRTA 総裁の権限委譲は以下のとおりとなっている。

・関連機関との調整によって、LRT の拡張計画を策定する。

・安全性、スピード、信頼性等に基づく LRT の運転と LRT 施設の定期点検。

・関連機関との調整に基づき、交通フロー、LRT 運行、財政及びその他のデータ提供とそ

のシステムの確立。

（注）ここでいうLRT とは協議の LRT システムを指しているのではなく、MRT を含む鉄

道システム全体を指していると考えられる。

LRTA の組織を図 5 － 2 に示す。

（2）営業状況

1 号線の経営形態は、施設の建設は政府が行い、運営は民間で行うことで、営業効率を高め

る方法を採用している。

LRTA とMETRO は単年度ごとに契約し、METRO の運営経費見積りをLRTA が査定し、毎

年度の契約額を決定している。建設費の債務は LRTA が償還するが、料金の据え置きとペソ

安により、累積債務は増加していたが、1996 年 12 月の値上げにより、1997 年の営業収入は

大幅に増加した。

政府はLRTA の設立に当たり 28.2 億ペソの出資を行ったほか、年度ごとに運営費の不足分

を補填している。
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合計まで、ヘッドを短縮できる。

軌道構造は軌間 1,435 ミリメートル、PC 枕木、バラスト道床であり、信号方式は自動閉塞

式、電車線はシンプルカテナリ式、750 ボルトである。

また、車両は 3 両で 1 ユニットとなる連接車両を 2 ユニット連結して 1 列車としたものと、

3 ユニット連結して 1 列車としたものがある。列車には列車無線が装備され、基地で運行管理

されている。現在 1 日当たりの輸送人員は約 40 万人である。

LRT1 号線は、1998 年 5 月に新規車両の第 1 号編成 4 両が搬入された。

これに伴い現有車両の組み替えと長編成化（2 ユニットから 3 ユニット）を行い、1 編成当

たりの輸送力を 50％引き上げた。

将来は更に編成数を増加し、設計値の 1 分 30 秒ヘッドの高密度運転を行う計画（輸送力増

強フェーズⅡ）もある。

理解を助けるため、現有設備を将来の増強計画と併せ、表 5 － 4 に示す。

1 号線は元々、車両を含めベルギーのトラムをシステムごとパッケージで輸入し建設された

もので、現在のように 40 万人／日という大量の輸送を想定したものではなかった。

このため鉄道の施設には、車両を含め当初から多くの負担がかかり、開業後わずか 5 年あ

まりで大掛かりな補修を必要とする箇所が生じた。

特に駅部構造部材の亀裂、軌道ジョイント部分からの大量の漏水、車両の中間連接台車の

台枠溶接部分の亀裂等が発生し、大規模なリハビリテーションを実施した。

図 5 － 1 に LRT1 号線のルートマップを示す。
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5 － 3　MRT2 号線

（1）建設計画の概要

MRT 2 号線は営業路線長 13.0 キロメートル、Santolan 駅から車両基地まで含めると 13.9

キロメートルである。東西両ターミナルを含め 11 駅を有する高架鉄道（一部 600 メートルの

区間は地下構造）で、1 号線D．Jose 駅付近Recto 駅を西の起点としてMagsaysay Blvd.、 Au-

rora Blvd. を通り、Cubao で LRT3 号線と交差（2 号線が 3 号線の上空を通過）し、東のター

ミナルとなる Santolan 駅に至るルートとなっている。

路線はほとんど高架式であるが、Katipunan 駅付近に 50 パーミリの急勾配区間が約 500

メートルある。

標準軌（1,435 ミリメ－トル）、複線、直結軌道構造であり、車両は普通鉄道車両（HRV：Heavy

Rail Vehicle）を使用する。そのため設計軸重を 16.6 トンとしHRV に適合する強度をもたせ

ている。列車はドア開閉のための車掌のみ乗車させ、運転士を乗せない自動運転システムを

採用の予定である。

輸送人員は開業時約 57 万人／日を想定し、運転ヘッドは 3 分を予定している。

資金はOECF によって LRTA 及びフィリピン国政府に供与され、また本プロジェクト実施

機関は LRTA である。

図 5 － 1 にMRT2 号線のルートマップを示す。

表 5 － 5 にMRT2 号線プロジェクトの概要を示す。
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（2）建設計画の進捗状況と課題

本プロジェクトは 1997 年 11 月に着工式を終了し、土地収用上問題のない地点から工事を

開始したが、当初の工事予定と比較して遅延している。

Package 1 ～ 4 の公告手続きが予定よりも半年程度遅れ、入札、コントラクターの決定、

OECF の承認等一連の手続きが順延したためである。

現時点での開業予定は 2003 年中頃であるが、建設工事が遅れているためCubao 駅と終点の

車両基地との間で暫定的にシャトル運転を計画している。

工事は、Package 1：車両基地建設工事、 Package 2：下部工、 Package 3：上部工、Pack-

age 4：軌道工に分かれ、現在 Package 2 及び Package 3 が韓国の業者により施工中である。

現在車両の調達はまだであり、具体的なプロフィールは未定である。

2 号線は 50 パーミリの急勾配区間を有し、またドア開閉のための車掌のみ乗車させ、運転

士を乗せない自動運転システムを採用の予定である。このため、今後他の線区との乗り入れ

が可能となった場合にこの急勾配に対応し、かつ自動運転システムの車両の運転士による運

転取り扱い方法等が検討課題である。

現在、建設工事が最盛期を迎えているが、建設推進上の問題点として下記の問題等があげ

られる。

① 用地取得が困難（道路を主とする公共用地を基本とするが、コーナーの一部や基礎が民

地に入りトラブル場合がある）。

② 地図と現地が不一致で協議を要する。

③ 道路下埋設物の移設協議と工事に時間がかかる。

5 － 4　LRT3号線

（1）建設計画の概要

本プロジェクトは Quezon 市の North Ave. から Pasay 市 Taft Ave. に至る延長 16.9 キロ

メートルのルートを有するフェーズⅠ区間と、Caloocan 市Monumento と North Ave. を結ぶ

5.2 キロメートルのフェーズⅡ区間に分けられる。

1996 年 9 月から始められた工事は、フェーズⅠの建設工区である。

当初計画では建設は1996 年初めにスタートする予定であったが、DOTC・DOF とMRTC と

の間で 1992 年 4 月に締結された BLT Agreement の改定交渉が長引き、ほぼ 1 年間工事が遅

延した。1996 年 11 月、改訂協定書に調印の運びとなり工事が本格化した。

表 5 － 6 にプロジェクトの概要を示す。

建設コストをダウンさせるために路線は高架部分、地上、地下、半地下部分と複雑に上下



─ 38 ─

する線形となっており、高架駅 5、地上駅 6、地下・半地下駅が残り 2 駅である。

地上部分で道路と干渉する部分は、分離を必要とするため  K a l a y a a n  Ave. 付近

（Guadalupe ～ Buendia 間）で 490 メートルのトンネル区間に入る。

また、Magallanes ～ Taft 間（地上部分）では EDSA から NAIA（マニラ国際空港）や国内

空港への主要ルートである Aurora Blvd・Tarmo Line が交差・横断しており、3 号線によっ

てマニラ中心部から空港へのアクセスが遮断されてしまう状況である。

図 5 － 1 に LRT3 号線のルートマップを示す。

環状道路である EDSA 側は、現在一般に歩道が狭い（1.5 メートル～ 2.0 メートル程度）た

め、完成後駅部のアクセスにかなりの困難が予想される。このため開業後、歩道や駅周辺の

混雑は現在より増加するものと見られる。

Boni Ave. ～ Guadalupe 間には 150 メートルの Pasig 川が横断している。この区間につい

ては約 130 メートルの 1 スパントラス橋が道路橋の上空に架橋されている。

車両基地はNorth Ave. と EDSA に囲まれた三角形地帯 16 万平方メートルの土地を利用す

る。そのうち、約半分が留置線・検修庫に充当される。残りの用地はMRTC の関連会社が行

う住宅、ショッピングセンター等開発対象用地である。

3 号線の軌間は 1,435 ミリメートル、直流 750 ボルトを採用している。車両はチェッコ製で

3 連接 1 ユニット車である。
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（2）建設計画の進捗状況と課題

工事の進捗は現在最盛期を迎えている。土木構造物、駅、軌道等の建設も進み、チェッコ製

の車両の搬入も既に完了し、乗務員の訓練も 1999 年 10 月より開始の予定である。

フェーズⅠ区間の開業は当初の予定では 1998 年 7 月に完了であったが、土地収用、各省庁

間の調整等で手間取り、現在は 2000 年 6 月を予定している。

なお、暫定開業として North Avenue 駅～ Ayala Interchange 駅間を 1999 年 12 月に開業

の予定である。

なお、建設推進上の問題点としては下記の問題等がある。

① 用地問題では起業地内に不法占拠者がいるので排除が必要である。また、駅入り口の決

定にあたり用地が一部民地にかかる場合があり、地権者との調整に時間がかかる。

不法占拠者も何年か居住後は居住権が生じるため扱いが難しい。

フィリピン国では地権者の権利が強く、また訴訟を扱う弁護士が多いので、用地の強制

収容が困難である。

② 交通規制ではMMDA に交通規制計画の書類を提出するが、許可が遅れがちで、また、

他の関係官庁との協議に時間がかかる。

③ 地下埋設物や歩道橋の移設・撤去はMRTC が基本的に手続きを行うことになっている

が、監督官庁や地元住民・地権者との調整に時間がかかる。

移設後の歩道橋の向きについても取付点での店舗、地権者のクレームが出ることがあ

る。

5 － 5　LRT４号線

マニラ市のQuiapo 地区付近の Espana Ave. から Quezon Ave. を通り Commonwealth Ave. ま

で延びる放射幹線道路は、マニラ首都圏では EDSA に次いで大きい幹線道路である。LRT4 号線

（フェーズⅠ）は、この放射幹線道路に沿ってOld Bilibid から UP State Actg に至る 15 キロメー

トルの LRT システムである。

表 5 － 7 にその概要を示す。
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・ターミナルの所有・運営と車両の製造

・鉄道、有料高架橋及びトンネルの建設と運営

PNR の組織を図 5 － 3 に示す。

（2）営業状況

国鉄の整備運営はPNR が行っている。PNR の職員は1995 年には約2,700 名ほどいたが、リ

ストラ政策により、現在（1999 年 8 月）は約 1,200 名ほどに減少している。

収支状況は運営費用が営業収入を大きく上回っており、政府の補助金で運営されている現

状にある。費用の大部分は人件費である。

営業収入が 1995 年から 1996 年に半減しているが、これは 1995 年 11 月にルソン島を襲っ

た超大型台風により橋梁の一部が運行危険な状況に陥ったため、北幹線の運行を停止したこ

とによる（現在も運行されていない、また、運行の目途も立っていない）。

最近の P ／ L 表は入手できなかったが、事前調査時のインタビュー調査によれば、毎月の

営業収入は 900 ～ 1,000 万ペソで、運営費用は約 1,800 万ペソと営業収支だけを比べれば、支

出は収入の約 1 ／ 2 まで縮小されてきた。これは 1995 年及び 1996 年に見られる、支出が収

入の 10 倍もあった以前の経営状況からは、大幅な改善である。これは人員の削減による効果

と思われる。
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（3）鉄道輸送の現状

PNR は 1875 年スペインの統治時代、マニラ鉄道会社（Manila Railway Company）として

誕生した。

その後、1964 年 Corp of Philippines（現在の DBP ＝ Development Bank of Philippines）

の融資を受けてリハビリを行い、国の機関として PNR に組織が変更された。

PNR の鉄道線路は、南北 2 つの幹線で構成され最盛期には 1,296 キロメートルの路線を有

したが、モータリゼーションの浸透と資金不足による路線の荒廃や台風等の自然災害による

路線の放棄等により営業キロ・列車キロの縮小すなわち旅客・貨物の減少を招いて、経営悪

化の一途をたどり、多くの路線を廃止又は休止せざるを得ない状況に陥った。

現在PNR は北線のごく一部と南線の合計 446 キロメートルで営業を行っているが、輸送費、

輸送サービスとともに鉄道輸送の本来の形態から程遠い実状にある。

南線のうち Taynman ～ Colamba 間（56.2 キロメートル）と支線の San Pedro ～ Cormana

間（4.7 キロメートル）及び北線のCalloocam から南へ向かう路線を通勤線（Commuter Line）

と称し、マニラ中心部と南部の郊外を結ぶ通勤輸送を担っている。中心部からAlabang まで

の複線区間では 3 ～ 4 両編成の列車が片道 10 本程度運転されているが、それ以遠は 1 ～ 2 本

程度の列車しか運行されていない。

図 5 － 4 に PNR の全路線図を、図 5 － 5 に通勤線区の路線図を示す。

表 5 － 9 に通勤線区旅客輸送状況、表 5 － 10 に中長距離列車の旅客輸送状況を示す。









─ 49 ─

貨物輸送については、1995 年、普通貨物が1 万 4,077 トン、高速貨物が6,230 トン輸送した

のを最後に、1996 年は定期貨物輸送実績が見られなかった。不定期貨物列車を除き定期運転

は中断したままである。

1996 年度の輸送実績、特に中長距離で輸送人員・輸送人キロがほぼ半減しているのは、1995

年 11 月初旬にルソン島南部を襲った台風によって San Pedro、Luguna、Naga の区間で線路

が冠水、部分的に道床が流出し、その復旧にかなりの時間を要したためである。

通勤線区の収入はここ数年、事業収入の 1 ／ 4 程度と安定して推移している。中長距離列車

は途中線区の災害や車両運用の都合で運休になることが多いが、通勤線区は固定客が多く、安

定した収入が見込めるので、今後電化・高架化等の輸送近代化を進め、適切な管理を行えば

鉄道事業として存続し得る可能性も残されている。

ここで特筆すべきことは都市周辺地域に住むスクォッター（不法占拠者）の問題である。通

勤線区には彼らが線路敷内に家屋を造り生活している地域が多く、列車の運転に支障を来し

ている。その数は約 4 万世帯ともいわれ、彼らが原因とみなされる事故は年間 80 件程度発生

している。一部の地域では正規の列車運行の合間を縫ってスケーターと称する人力走行の台

車を走らせ、私的に料金を徴収しているが、取り締まる術がないとのことであった。

実態から見た通勤線区の列車の運転速度は途中の踏切や不法占拠家屋の支障等により、お

おむね 15 ～ 25 キロメートル／時程度である。自動車交通量の多い危険な踏切には警手が配

置されている。

EDSA 駅以南では上記の事情も少しは良くなり、線形も直線なので 60 キロメートル／時程

度まで速度を上げることができる。列車は機関士と助手の 2 名が乗務するディーゼル機関車

により牽引される。列車無線はなく、各駅に設置された一般の電話回線を利用して通話がな

される。助手が駅ごとで certificate と呼ばれる通行証を受け取って安全を確認する初歩的な

運転方式をとっている。

（4）鉄道施設の現状

1）軌　道

PNR のゲージ（軌間）は日本の JR 在来線と同じ 1,067 ミリメートルである。

レール重量は国際規格レールのなかの 32 キログラム、又は 37 キログラムを採用している。

単位レール長は 32 キログラムレールで 9 メートル又は 10 メートル、37 キログラムレール

で 10 メートル、20 メートル又は 30 メートルである。区間によっては一部ロングレール化を

行っているが、その方法は現場でのテルミット溶接によっている。また、レール締結方法は

犬釘のほか、コンクリート枕木にはメンテナンスフリー化が容易なパンドロール締結金具が

採用されている。
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③ 乗り継ぎ等の便宜性の確保：鉄道プロジェクトの建設にあたっては、DOTC 及び

MMDA 等の所轄官庁によるプロジェクトの調整も重要であるが、BOT 方式で建設される

場合、鉄道システム全体に対する配慮が欠如する傾向にある。例えば、駅と駅の乗り継ぎ

等利用者の利便性を確保することなどを前提とした計画案づくりが重要である。

（2）鉄道計画に関する課題

現在マニラ首都圏においては、PNR 及び LRT1 号線が営業運転している。増大する交通需

要に対応するため、MRT２号線及び LRT３号線が建設途中にある。また LRT４号線、６号

線や PNR のNORTH RAIL、SOUTH RAIL も計画にあがっている。

現在開業中のLRT１号線は、建設当初の需要予測を大きく上回り、40 万人／日の輸送実績

をもっている。しかし、当初計画時の将来需要予測が不十分であったため、開業後数年にし

て輸送力増強のためリハビリを施した。また、1,435 ミリメートルの標準軌間をもちながら、

運行されている車両の容量も小さいので、鉄道としての機能が十分に発揮されていないのが

実状である。

建設中のLRT3 号線はマニラ首都圏の主幹道路であるEDSA 通り沿いに計画されているが、

輸送容量の小さい LRT 方式の鉄道であり、また、MRT２号線は比較的需要の少ないルート

にもかかわらず、大容量輸送が対象のMRT 方式を採用している。

このような需要と供給能力のアンバランスは将来、輸送力増強のための再投資を必要とし

たり、投資した施設等が十分には活用されない危険が発生する可能性を有している。

PNR は過去、フィリピン国の重要な交通手段としての役割を果たしていたが、現在はマニ

ラ首都圏においては、細々と旅客輸送等を行っているにすぎない状態である。

以上のようなマニラ首都圏における鉄道の現状から、鉄道計画の課題としては下記の点等

があげられる。

①　路線計画及びその後の各路線計画の具体化にあたって、鉄道利用客の需要予測が不十

分なため、必ずしも需要と供給のバランスのとれた計画がなされているとはいえない。鉄

道システムでは輸送能力の増強は容易にはできないので、当初計画が重要であるが、これ

まで整備されたもの及び現在建設中の路線については需要増大に対する弾力性に乏しい

面があることは否定できない。今後各路線の具体化にあたっては輸送需要の変化に弾力的

に対応できるよう当初から計画することが必要であろう。また、鉄道相互間の交互直通を

含む連絡や他交通機関との連携についても配慮に欠ける面がある。

②　マニラ首都圏全体について鉄道をシステムとしてとらえ一定の技術的な統一性をとる

ことに配慮が払われていないため、現状において資材調達コストや車両運用コスト等のス

ケールメリットを生かしていない。また、将来的に乗り入れ等による利便性の向上を図る
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にあたっても大きな再投資を余儀なくされる状態にある。

③　これまで鉄道建設についてマニラ首都圏全体について鉄道をシステムとしてとらえ、計

画・技術面の対応が不十分なため、個々の鉄道形態が資金源により異なるなど、統一がと

れてなく、利便性や効率性に欠ける面がある。また、鉄道事業の支障となるスクォッター

（不法占拠者）への対応についても政府内全体として連携した対応が弱いため、事業実施

に困難が伴う。

このため、マニラ首都圏全体について他の交通機関との連携を踏まえ計画・技術面のシ

ステム化を進めるとともに、そのために必要な法制度・組織の検討が急務である。

（3）鉄道サービスに関する課題

1）運賃・料金に関する課題

バス、タクシー、ジプニー等の公共陸上交通機関の料金は「陸上交通運賃統制委員会

（LFTRB）」が承認することになっている。

一方、鉄道（LRT）の運賃はDOTC の委員会が独自に決定できるようになっている。現在

のLRT1 号線の運賃は 1996 年 12 月に 6 ペソから10 ペソに値上げされた（ただし、両端3 駅

を乗車する料金は 1 ペソである）。

・一率定額方式をDOTC、METRO では、運賃は距離ベースに準じた料金を導入したい考

えだが、現在のトークン方式ではそれができない。

・１号線では、トークン方式となっているが、２号線ではカード方式による乗降方式とな

る計画であり、乗車券の共有化にはどちらかの機械を交換する必要がある。なお、１号

線のトークン方式を２号線のカード方式に変換するには約 200 万ドルの費用がかかると

見積もられているが、まだ資金手当ができていない。

・1996 年の値上げの際は、LRTA の経営内容からして 16 ペソまで値上げする必要があっ

たが、利用者と政治家からの反対にあって実現できなかった経緯もあり、料金制度は必

ずしも原価負担の原則では成立しない社会的事情がある。

・DOTC 等は距離比例運賃への変更をめざしているが、バス、ジプニー、タクシーとの競

合を考慮した運賃制度の導入が必要である。マニラ首都圏のバス、ジプニー、タクシー

の運賃を表 5 － 17 に示した。

表5－1 7　マニラ首都圏のバス、ジプニー、タクシーの運賃

種　類
冷房付き
／なし　

料金計算方法

バス
ジプニー

なし 4kmまで2.5ペソ、その後1kmごとに0.5ペソ

あり 4kmまで7ペソ、その後1kmごとに0.5ペソ

タクシー あり 500mまで20ペソ、その後250mごとに1ペソ
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2）鉄道間乗り継ぎに関する課題

LRT1 号線は全線高架式の鉄道であり、現在 40 万人／日の輸送実績を誇っている。

また、現在建設中のMRT２号線及び LRT３号線はそのほとんどの区間が高架式で、一部

地下構造の区間をもっている。MRT２号線は LRT１号線のD．Jose 駅付近に Recto 駅を建

設する予定であり、LRT３号線はCubao 駅付近でMRT２号線と交差する。このように今後

計画されている LRT ／MRT はほとんどが高架式鉄道であり、一部のみ地下部分がある。こ

のため、乗り継ぎは高架駅間の相互連絡が主体となり、ペデストリアンデッキや隣接する建

物内を通る通路等が検討の対象となろう。

この場合新たに建設される駅間は相互間移動を容易にするため、極力その距離を短くする

必要がある。

具体的に現地調査を行った各路線の接続状況について見てみると、LRT１号線のD. Jose

駅と建設中のLRT2 号線のRecto 駅予定地は交通の頻繁な店舗の密集した地区でありながら、

全く独立した立地であり、乗り換え乗客利便性が考慮されていない。現時点においても、狭

い歩道の上に露店が多く出店しているため、歩行者の障害となっておりバス、ジプニー等の

公共交通機関から鉄道への乗り継ぎに支障を来している。LRT2 号線と LRT3 号線は Cubao

駅予定地付近では直角に交差するが、両線のCubao 駅予定地は約 300 メートルほど離れてい

る。両駅の周囲はショッピングセンターや店舗が密集しており、また他の公共交通機関（バ

ス、ジプニー）との乗り換えの主要ターミナルとなっているため、狭い路上に通行人と車両

があふれている。

このように、乗り換え駅での乗り換え利便性に改良の余地があるのは、駅周囲の開発計画

や駅の立地の検討が不十分のまま、駅の位置が決定されているものと思われる。

以上のような現状を踏まえ、鉄道間乗り継ぎに関する主な課題としては、駅構造そのもの

や、駅間の連絡形態といったハード面の検討や、乗り継ぎのための施設建設のための制度面

の整備、また完成した施設の維持管理のための問題等がある。

①　ハード面の整備

需要に見合った十分な広さの確保が必要である。また、直接乗り換え通路や、スロー

プ、エレベーター等利用者にとって利用しやすい構造や、社会的弱者にとってやさしい

施設の計画が必要である。乗り換え表示等もわかりやすい表示が必要である。

乗り換え乗客の通路としての役割を付加するためにも隣接するビルへの出入り口を確

保する必要がある。また、屋外のペデストリアンデッキとして通路を設置するときは乗

り換え乗客に対し快適性を確保するために上部を覆う屋根等の設置を検討する必要があ

る。
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②　ソフト面の整備

駅周辺は交通が激しく、車道幅、歩道幅ともに十分ではなく、乗り継ぎ施設計画時に

は用地の確保が困難で、また施工時も困難が予想される。このため駅周辺開発の有無や

土地所有状況の確認が必要である。また、既存の周辺商店、土地所有者の営業権等の調

整が必要になるため、権利調整、開発計画、資金手当等の検討が必要となる。

③　維持管理

建設された乗り換え施設が十分活用され、かつスクォッター（不法占拠者）に居住さ

れないよう適切に維持管理する必要がある。このためにはハード面、ソフト面両面から

の方策の検討が必要となる。

3）他交通機関乗り継ぎに関する課題

マニラ首都圏においてバス、ジプニーが市民の足として果たす役割は大きい。

LRT１号線の駅前における鉄道とバス、ジプニー相互間の乗客乗り継ぎは駅前部の道路の

狭さ、乗降場所の不足、バス、ジプニーの数の多さによりかなりの困難が伴っている。

LRT１号線Monumento 駅では歩道への駅出入り口付近に露店が多く出店し、なかには

LRT のトークンを販売している店もある。また、道路上に横断歩道がないので、渋滞した自

動車の間を縫って人が横断している。LRT の出入り口は上り線、下り線別なので、道路横断

を余儀なくされていることもある。LRT は狭い道路上を覆っているので出入り口周辺が暗い。

バス、ジプニーともに路上で自由に乗客の乗降を行っているので、必要以上の交通渋滞を

引き起こしている。また、駅付近にバスターミナルがある場合は駅との乗客の流れが多い。

LRT１号線のD．ホセ駅と建設中の LRT２号線の Recto 駅周辺、及び建設中の LRT２号

線のCubao 駅と LRT３号線のCubao 駅周辺においては鉄道駅の開業後、他交通機関（バス、

ジプニー）との乗り継ぎは現在の状況のままではこれ以上の渋滞と混乱を招くのは確実であ

る。

鉄道と他交通機関との乗り継ぎに関する主な課題としては下記の点等がある。

①　鉄道と他交通機関との乗り継ぎの利便性を向上させるためには乗り換え場所となる駅

前広場計画を十分検討することが必要である。特に乗降場所は十分な面積を確保する

よう検討が必要である。

②　道路交通規制や信号機の整備等によりバス、ジプニーの運行がスムーズになるような

検討が必要である。また、駅周辺に限定しても、バス、ジプニーの乗降場所を指定す

る等道路交通上の対策が必要である。

③　旅客に加えて駅周辺に流入する買い物客等の需要や、交通流動も計画に考慮する必要

がある。
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4）ターミナル、駅前広場等を活用した鉄道付帯事業（S ／ C、ホテル、広告等）に関する課題

ターミナル、駅前広場等を活用した鉄道付帯事業すなわち S ／ C（ショッピングセンター）

やホテルの建設、また広告等の取り扱いは、鉄道乗り換え乗客の利便性の向上のみならず、鉄

道事業自体の収支改善のためにも有効であり、鉄道事業者としてもこの分野について他事業

者と連携しつつ対応していくことが望ましい。

一般的には、鉄道付帯事業としては鉄道事業者が単独で計画・運営するものと、他の事業

者との共同プロジェクトとして行うものが考えられる。いずれの場合も駅周辺の土地の利用

権が課題となる。このため土地所有者の権利が比較的強いフィリピン国においては、駅周辺

の土地所有者との共同事業化により土地利用権の確保を図ることも視野に入れる必要がある。

現在フィリピン国においては鉄道付帯事業としてのショッピングセンターやホテルの経営

は見られないが、PNR が行っている土地賃貸事業については PNR にとっては貴重な収入源

となっているものの、現在の段階では鉄道という財産を有効に生かしたものとは必ずしもい

えない。しかしながら、我が国の大都市圏にも見られるように主要駅の周辺は大きな商業地

域に育成することができれば、このことが鉄道利用も促進し、都市交通における鉄道輸送の

シェアを高め、より効率的な都市形成を助ける面もあり、鉄道事業としても今後大いに検討

を進めていくべき分野であることは間違いない。この場合、事業運営のパートナーの選定、や

るべき事業の種類、収支の検討更には民間セクターとの役割分担等を十分に考慮することが

大切である。

（4）その他の課題

まず、鉄道営業費用に関する課題として LRTA の損益計算書を表 5 － 18 に示す。

LRTA の営業収入は1996 年の 780 百万ペソから1997 年には1,238 百万ペソと約160％と大

幅に増加しているが、これは 1996 年末の料金値上げによる営業収入の増加と思われる。しか

し、営業経費とほぼ同程度の営業外経費が発生しており、経常利益の赤字状態は続いている。

営業外経費の多くは、借入金元利支払から成っている。LRTA の長期負債はベルギー政府

からの借款にOECF の借款も加わり、1996 年は 7,705 百万ペソ、1997 年は 8,648 百万ペソと

増加している。

このような経営状況下にあって、安易な運賃値上げは一時的には営業収入の増加をもたら

すかもしれないが、他の交通機関との比較を行い、適正な運賃設定をしないと利用者の低下

を招く事態にもなり兼ねない。したがって、営業経費項目の分析を十分行い、固定経費の削

減策を講じる必要がある。
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第 6 章　本格調査への提言

6 － 1　基 本 方 針

マニラ首都圏の交通渋滞の解決の 1 つとして、MRT ／ LRT 方式による都市鉄道の建設が行わ

れている。しかし、鉄道事業者が独自に路線やシステムを決めることから、ネットワーク相互の

結合に考慮が払われず、公共交通機関との結合が脆弱となり、鉄道インフラがその役割を十分に

果たせないおそれが生じている。

本調査はマニラ首都圏におけるこのような鉄道整備の現状を踏まえ、鉄道のインテグレーショ

ンを進めるための方策を提案することを目的としたものであり、深刻なマニラ首都圏の交通問題

解決の一助になるばかりでなく、マニラ首都圏における経済社会活動の活性化、環境問題の緩和

等にも資するものである。

本調査においては、マニラ首都圏における鉄道整備の現状と課題を分析し、将来の鉄道のイン

テグレーションのための技術的な枠組みである鉄道技術基準を作成する。

また、鉄道間及び他交通機関との接続ポイントとなる駅について駅前広場を含む設計標準を作

成するとともに鉄道駅ターミナルの開発手法についても提案を行う。

一方、サービス面のインテグレーション方策として、運賃・料金サービスの提案及び鉄道直通

化の検討を行う。さらに、いくつかの具体的な駅について上記の検討成果を生かして統合駅のマ

スタープラン及び概略設計の作成を実施する。

また、以上のような鉄道のインテグレーションを具体化するために必要となる制度的な枠組み

についても検討を行い提案する。

6 － 2　調査の内容

（1）資料の収集整理

1）既存資料の収集整理

①　マニラ首都圏の社会、経済分析

②　マニラ首都圏の陸上輸送の現状と将来動向

  i）鉄道

 ii）バス

iii）ジプニー

iv）トライシクル他

③　マニラ首都圏における鉄道の現状と将来計画

④　鉄道についての技術規制の現状
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⑤　軌道、土木構造物、電気設備の現況と計画

⑥　運転、車両の現況と計画

⑦　鉄道駅の現況と計画

⑧　鉄道、運賃制度の現況

⑨　バス、ジプニー等の運賃制度及び事業状況の現況

⑩　既存調査のレビュー

2）現地調査による資料の収集、整理

①　鉄道駅周辺における開発計画のヒアリング

②　鉄道周辺における土地利用と土地所有状況調査

③　乗り継ぎに関する利用者動向のアンケート調査

④　鉄道等運賃に関する利用者選向度のアンケート調査

⑤　ケーススタディ駅周辺の測量

（2）鉄道技術基準（案）の作成

1）鉄道技術基準標準化の方針

2）鉄道技術基準標準化代替案の設定

3）鉄道技術基準標準化最適案の選定

4）鉄道技術基準（案）の作成

①　総則

②　土木

③　軌道

④　電気

⑤　信号・通信

⑥　車両

⑦　運転

⑧　駅施設

5）鉄道技術基準に関するコントロールシステムの検討

①　法制度等

②　組織体制等

③　基準統合によるメンテナンスコスト低減効果の試算

（3）鉄道ターミナル及び駅前広場の標準化

1）鉄道ターミナル及び駅前広場の整備方針
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2）鉄道ターミナル及び駅前広場に求められる機能の整理

3）鉄道ターミナル及び駅前広場に求められる機能の規模の算定方法の検討

4）鉄道ターミナル及び駅前広場のパターン化の手法検討

5）鉄道ターミナル及び駅前広場のパターン化

6）鉄道ターミナル及び駅前広場の設計標準（案）の作成

①　総則

②　機能設定

③　機能別規模設定と配置

④　動線計画手法

⑤　その他

7）鉄道ターミナル及び駅前広場開発手法の提案

①　計画システム（建設計画の評価及びその手法を含む）

②　調整システム（駅側、道路交通側、関連地権者、都市計画者側等関連事業者間調整シス

テム、再開発への市民参加プログラム・住民合意システムを含む）

③　資金調達システム（用地価格評価手法、移転補償、税制上の優遇措置、周辺開発計画を

促進するインセンティブ等検討を含む）

（4）鉄道サービスの統合化

1）運賃料金サービスの統合化

①　鉄道間運賃・料金サービス案の設定

②　鉄道と他交通機関との運賃・料金サービス案の設定

③　運賃・料金収受・精算システムの検討

④　運賃・料金サービス（案）の評価

⑤　運賃・料金サービスに係るコントロールシステムの検討

 i）法規制等

ii）組織体制等

2）鉄道直通化の検討

①　鉄道直通化検討ケースの設定

②　運転システムの検討

③　鉄道直通化による効果の試算

 i）利用者利便に関する効果

ii）経営コストに対する効果

④　直通化時の会社間（事業者間）経費負担と精算システム
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⑤　資産共通運用システム（要員、車両、施設保守等）

（5）鉄道ターミナル及び駅前広場整備についてのケーススタディ

1）ケーススタディ対象駅の選定

2）ケーススタディ対象駅、整備のための前提条件の整理

3）ケーススタディ対象駅の整備方針の設定

4）ケーススタディ対象駅における必要な機能と規模の設定

5）ケーススタディ実施

6）財務分析

（6）鉄道ターミナル及び駅前広場の概略設計作成

1）ケーススタディ駅の現地踏査

2）概略設計の作成

①　機能配置計画の作成

②　動線計画の作成

③　ちょう観図の作成

（7）総合評価及び提言

1）インテグレーションに向けての課題

2）インテグレーションに向けての提言

6 － 3　調査の手順

（1）国内準備作業

事前調査報告書、I ／ A、その他事前調査団の持ち帰った資料等に基づき、本格調査全体の

構成を明らかにするとともに、調査方針・方法・スケジュール・実施体制等及び鉄道技術基

準標準化代替案を検討し、その内容をインセプションレポートにまとめる。

1）関連資料、情報及び既存資料の収集・整理・分析

2）現地調査の方針・方法・手順等の検討

3）調査の基本方針・方法・手順等の検討

4）鉄道技術基準標準化の方針及び代替案の検討

5）インセプションレポートの作成
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（2）第 1 次現地調査

現地においてインセプションレポートの説明を行うとともに、調査の基本方針及び現地調

査の方法等並びに鉄道技術基準標準化最適案について協議する。

1）インセプションレポートの説明、協議

2）関連資料、情報及び既存資料の収集、整理、分析

3）現地調査の方針、方法、手順の検討及び実施

4）鉄道技術基準標準化最適案の協議

5）主要駅の現地踏査

6）鉄道ターミナル及び駅前広場の整備方針の検討

7）鉄道サービス統合化の方針の検討

8）第 1 次ステアリングコミッティの開催

（3）第 1 次国内作業

第 1 次現地調査によって得られた資料等を整理、検討し、鉄道技術基準（案）を作成すると

ともに、鉄道駅のパターン化、運賃、料金サービス案の設定、鉄道直通化検討ケースの設定、

ケーススタディ対象駅の選定方針について検討し、その内容をプログレスレポートにまとめ

る。

1）鉄道技術基準（案）の作成

2）鉄道ターミナル及び駅前広場のパターン化

3）鉄道間運賃、サービス案の設定

4）鉄道と他交通機関との運賃、サービス案の設定

5）鉄道直通化検討ケースの設定

6）ケーススタディ対象駅の選定方針の検討

7）プログレスレポートの作成

（4）第 2 次現地調査

プログレスレポートの説明・協議並びに補足資料収集

1）プログレスレポートの説明・協議

2）鉄道ターミナル及び駅前広場のパターン化の協議

3）運賃、サービス案の協議

4）ケーススタディ対象駅の選定方針の協議

5）鉄道技術基準によるコントロールシステムの検討

6）第 2 次ステアリングコミッティの開催
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7）補足資料収集

（5）第 2 次国内作業

第 2 次現地調査によって得られた資料等を整理、検討し、鉄道技術基準（案）、鉄道ターミ

ナル及び駅前広場の標準化、鉄道サービスの統合化について取りまとめるとともに、ケース

スタディ対象駅を選定し、その内容をインテリムレポートにまとめる。

1）鉄道ターミナル及び駅前広場の設計標準（案）の作成

2）鉄道ターミナル及び駅前広場開発手法の提案

3）運賃の収受・精算システムの検討

4）運賃、サービス（案）の評価

5）鉄道技術基準、運賃、サービスに係るコントロールシステムの検討

6）鉄道直通化の検討

7）ケーススタディ対象駅の選定

8）インテリムレポートの作成

（6）第 3 次現地調査

インテリムレポートの説明協議並びにこれまでの調査結果についてのセミナーの開催及び

測量調査の実施

1）インテリムレポートの説明協議

2）鉄道技術基準、運賃、サービスに係るコントロールシステムについての協議

3）ケーススタディ対象駅の協議

4）第 3 次ステアリングコミッティの開催

5）第 1 次セミナーの開催

6）補足資料収集

7）測量調査

（7）第 3 次国内作業

鉄道ターミナル及び駅前広場についてのケーススタディ及び概略設計の実施並びに全体調

査の深度化

1）鉄道ターミナル及び駅前広場整備についてのケーススタディ

2）鉄道ターミナル及び駅前広場の概略設計の実施

3）総合評価と提言の作成

4）ドラフトファイナルレポートの作成
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（8）第 4 次現地調査

1）ドラフトファイナルレポートの説明、協議

2）第 4 次ステアリングコミッティの開催

3）第 2 次セミナーの開催

（9）第 4 次国内作業

1）ファイナルレポートの作成・送付

フィリピン国側からのコメントを待ってファイナルレポートを作成、送付

6 － 4　調査の実施体制

フィリピン国側の調査実施機関は運輸通信省（DOTC）であり、運輸計画局が窓口となる。

調査の円滑な進行を可能とするためDOTC が中心となってステアリングコミッティが組織され

る予定である。DOTC には現在、JICA から次官のアドバイザーと鉄道運営計画の専門家が派遣さ

れており、本件調査を支援してくれることとなっている。本件調査は、鉄道技術基準類の整備統

合化はもとより、サービスの統合化に関して高い知識と豊富な経験が要求されることとなるが、計

画実現へ向けての法制化等の手法にも精通した人員の配置が望まれる。以下に調査団の構成例を

示す。

1）総括／技術基準：調査全般を総括し、報告書の作成・説明及びフィリピン国側との折衝を行

う。また、鉄道の技術規制の現状を調査・分析し、技術基準類の整備統合と実行のための法制

化について提言する。

2）副総括／法制度・組織体制：総括を補佐し、調査の基本方針・全体計画の策定を行うととも

に、個別の調査・計画の調整を行う。また、現行の鉄道法制度を調査・分析し、組織体制の適

正化について提言する。

3）鉄道営業計画／運賃制度：鉄道の運営状況を把握し、管理運営等の改善計画を策定する。ま

た、運賃、サービスの現況を調査、分析しその問題点を把握するとともに、運賃、サービス面

の統合化について計画する。

4）構造物／軌道計画：鉄道構造物・線路設備の現況を調査・分析し、その問題点を把握すると

ともに、将来の輸送需要・輸送計画・メンテナンスを踏まえて統合化に必要な基準類の整備を

計画する。

5）車両／機械計画：車両・車両工場の現況を調査・分析し、その問題点を把握するとともに、

将来の輸送需要・輸送計画・メンテナンスを踏まえて効率的な車両及び列車運転設備の基準類

の整備統合を計画する。

6）電気／信号・通信計画：電気・信号・通信設備の現況を調査・分析し、将来の統合化に向け
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て必要な基準類の整備を計画する。

7）運転／輸送計画：列車運転の現況について調査・分析し、運転規則及び運転保安規程等の統

一化を計画するとともに、鉄道統合の究極の目標である相互直通乗り入れの可能性についての

検討を行う。

8）駅ターミナル計画：鉄道駅周辺の旅客流動の現況及び土地利用の実態について調査し、その

問題点を把握するとともに、駅ターミナルと駅前広場の備えるべき機能をパターン化して駅

ターミナル及び駅前広場の設計標準を提案する。

9）駅ターミナル設計：選択された主要な駅について駅ターミナル及び駅前広場の設計標準に基

づきケーススタディとして駅ターミナル部分の概略設計を行う。

10）駅前広場設計：選択された主要な駅について駅ターミナル及び駅前広場の設計標準に基づき

ケーススタディとして駅前広場の概略設計を行う。

11）開発計画／開発制度：鉄道駅周辺の土地利用計画について調査し、その問題点を把握して、

駅周辺再開発計画の事例を提案する。また、その実現にあたって必要と思われる省庁間の協力

体制・民活導入の手法等、適切な開発制度のあり方について提言する。

12）需要予測／経済・財務分析：鉄道を含む交通機関全般の現況及び将来計画を照査し、ケース

スタディ駅の交通需要予測を行う。また、ケーススタディとして概略設計を行った駅ターミナ

ル及び駅前広場について財務分析を行う。

13）環境／景観：駅ターミナル及び駅前広場を含む鉄道路線が周辺環境に与える影響を調査し、

景観にも配慮した鉄道システムの検討を行う。

6 － 5　調査実施上の留意事項

（1）調査団の構成

今回の調査の目的は、マニラ首都圏の鉄道のインテグレーションを進めるため、鉄道技術

基準、鉄道駅ターミナル駅前広場設計標準の作成及び鉄道駅の概略設計の作成等技術的な内

容に加えて、これらの基準等を活用しつつ具体的なインテグレーションを進めるための法制

度・組織等を含む計画・調査システムまで提案することになっている。特に、鉄道駅ターミ

ナルにおいては、駅前広場を含む周辺都市開発のシステムの提案が期待されている。このた

め本格調査にあたっては、土木、電気、運転、車両、運賃等といった鉄道の各分野の専門的な

ノウハウに加えて、鉄道及び駅周辺整備に係る法制度、権利調整、開発制度といった分野の

ノウハウも必要と考えられる。したがって、本格調査の団員構成にあたっては、鉄道各分野

の専門家に加えて、法制度を含めた広い意味での鉄道整備全体にノウハウを有する専門家に

参加してもらう必要がある。
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（2）フィリピン国政府との連携

本案件は単に具体的なプロジェクトのマスタープランを作成するものではなく、今後のマ

ニラ首都圏の鉄道整備の枠組みを設定するためシステムを提案するものである。しかしなが

ら、フィリピン国政府においては将来の鉄道整備の枠組みについて具体的なイメージをもち

得ていない。一方本格調査の結果は、今後のマニラ首都圏の将来の鉄道整備を方向づけるも

のであるから、調査にあたっては、フィリピン国政府に対して、具体的なイメージの提案と

協議、さらに、その結果を調査にフィードバックするということを丹念に繰り返すことが必

要である。

（3）フィリピン国政府内の連携

本案件はマニラ首都圏における鉄道のインテグレーションを進めることを目的としている

ものであるが、本調査成果を真に効果あるものとするためには、道路整備や交通規制、更に

は都市開発といった分野との連携が不可欠である。しかしながら、フィリピン国政府内では

これらの分野を担務しているのは本調査のカウンターパートであるDOTC 以外のセクション

である。このため、事前調査において、これら関係者との調整を図るためのステアリングコ

ミッティの設置と調査の進捗状況について報告・討論するためのセミナーの開催について合

意したところである。したがって、これらの機会等を生かしながら本調査に関するフィリピ

ン国政府内の連携の強化に努めることが必要である。

（4）民間セクターとの連携と調整

フィリピン国政府の財政力は強いものとはいえない。したがってこれまでの鉄道整備にあ

たっては民間の力を活用しながら進められてきている。今後、フィリピン国政府においては

公的な関与や支援を強化していきたいとしているものの、依然として民間の活力を活用せざ

るを得ないものと考えられる。したがって本調査の実施にあたっては（特に駅ターミナルにお

けるマスタープランの作成など）民間セクターの動向を十分踏まえるとともに、全体としてイ

ンテグレーションが進むよう調整をしつつ進めることが必要である。

この際、官民の役割分担について明確化していくことも必要である。

（5）資料の収集と有効活用

本格調査に必要な資料については、事前調査のなかでできうる限り収集に努めたところで

あるが、必ずしも十分とはいえない。したがって、本格調査が開始されれば速やかに収集す

るとともに、不足するデータについては実際に現地で調査を実施し入手するよう計画する必

要がある。
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また、最近のマニラ首都圏の交通改善に関しては、JICA によるMMUTIS、世銀（W ／B）

によるMMURTRIP 等があり、これらの調査で収集されたデータは本件調査にも有益と思わ

れるので有効活用すべきである。
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